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I 序

現存の国際公社の実例の多くは，低開発園開発のために資金を援助し，

あるいはそのための資金援助を促進することを目的として設立され，かっ

運営されてきた。本稿は，この事実に鑑みて，次の三点を明らかにするこ

とを目的とする。

第一に，低開発国開発問題（以下開発問題と略す〕に対して，これまで

国際公社形態の国際組織はどの土うに関わり，どのように対応してきたか

ということ。

第二に，開発問題に対して，国際公社がこれまで一定の重要な役割lを果

してきたとLて，その聞の関係は理論的にいかに説明されるかということ。

第三に，開発問題に対して国際公社が今後いっそうの貢献をなしてゆく

ためには，どのような条件を考慮しなければならないかということ。

ところで，以上の点の検討に入る前に，ここでいわれている国際公社の

意味について，多少，説明をしておかねばならない。

すでに別のところで論じたように，国際公社（internationalpublic car-

po ration〕とは「国際的公共目的実現のために，会社的組織を基礎として
(I) 

会社的活動を行なう，国家間国際組織」と規定される。別言すれば，普通ト

政府間〔ここでは国家聞と同義）国際組織（inter-governmentalorgani-

zation）あるいは公的国際組織（publicinternational organizat目的とし

て把握されているものの中に，実体としては， 「複数国家（政府〕が株主

（出資者〉となって設立した会社」の形態をとるものがあるが，この種の

組織体を他の通常町国際組織（会社的性格を持たないもの〉と区別して，
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潤際公社と呼ぶのである。

簡単にいえば，国際公社とは「会社的性格の国際組織」のことである。

ただ「会社的」というと，普通は，利潤追求を第一義的目的ゃとする私企業

を連想するが，ここでいう国際公社は，このような商業的な意味における

会社とは性格を異にする。むしろ，その呼称から推察されるように，国内

の公社，公団のような公共企業体〔publiccorporation）に類似した，「公
(2) 

共性を本質的要素とする企業」と考えると，理解しやすい。ただ，園内の

公共企業体は，一国家内の公共目的実現のために，一国家（政府〉によっ

て，園内法上設立されるものずあるのに対L，国際公社はこれと異なり，

複数国家に共通する国際公共目的実現のために，複数国家によって，国際

法上（国際条約を基本文書として）設立されるものである。したがって，
( 3) 

法形式上，国際公社はいわゆる政府間国際組織の範噂に属するものである。

また，実際にも従来そのように扱われてぎた。

このように定義づけ意義づけられる国際公社の実例は，第二次大戦前に
(4) 

は全く存在しなかったが，今日では，国際復興開発銀行（IBRD，世界銀

行ともいう。以下世銀と略す〕，国際開発協会 (IDA), 国際金融公社

(IF C），米州開発銀行，アジア開発銀行，アフリカ開発銀行旦中米経済

統合銀行（中米銀行と略す〉， カリプ開発銀行主東アフリカ開発銀行，ヨ

ーロッパ投資銀行（EIB), 7＇／デ見開発公社， コメコ γ投資銀行，国

際通貨基金 (IMF）など，相当数にのぼる。こうして，国際公社という

考え方は，もはや頭の中で考え出された理論上の概念ではなく，数多くの

実例に支えられた実体的概念として，今日とらえられるようになってきた

といえるであろう。

筆者は，本稿を還じて，国際公社という概念が，単に実体を認識する概
(6) 

念として有用であるばかりでなく，開発問題において上記の諸機関が実際

に果している役割を分析する上で，有効な分析道具ともなりうることを示

Lてみたいと思う。その意味で本稿は，いわば国際公社論の応用編の一章

てを成すものである。
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（注〕

(!) 拙稿「国際金融機関白組織法上自特色一一国際公社論の試み」〔2・完）〈『国際

法外交雑誌』第70巻3号，昭和46年） 55頁。

。） 「株式会社が利潤追求を目的とLて私人D団体によって組織せられる私的企業

体（PrivateCorpnratioのである自に対して，ノマプリック・コーポレーション

は公共性を本質的要素とする公共企業体をなしている。」〔占部都美『公共企業体

論』〔森山書店，昭和27，年〕 18頁〉。

。）高野雄一『国際組織法』（有斐閣，昭和36年〕 1 3頁。

(4) 国際会社という用語は，第三次大戦前にも，また第二次大戦中にも，何人か白

学者（プアヒ－；；（〔J:aytonVoorhees）やフロードマン（WolfgangFriedmann) 

など）によって使われた。そこでは，国民主連盟〔プアヒーズ白場合〕， 国際労働

機関〔IL O〕あるいは国際決済銀行（BIS〕 （フリードマン白場合〉白よう

な第二次大戦前から存在する機構が国際公社の実例としてとらえられている。し

かし，これらり学者によって提唱された国際会社。定義は，筆者がここで採用し

ている冨際公社町定義と一致しない。筆者。定義に従えば，上記D連盟やILO 

は会社的性格を持たないという理由で，またBI S白場合はいわゆる政府間国際

組織ではない〔Sereni，“InternationalEconomic Institutions and the Mu 

mcipal Law of States，＇’ Recuetl d四 Cours(1959), vol 1, p 159〕という理

由で，国際公社の実例から除外される。筆者四定義IC合致する国際公社白実例と

しては，第二次大戦直後l己設立された世銀と IMFが最初りものである。

なお，ブアヒーズやフリードマン四国際公社概念とそれに対する筆者の批判に

ついては，拙著『国際公社論一一会社的性格の国際組織り体系的研究』 （昭和43

年11月30日，東京大学法学部IC提出された学位論文，限定謄写印刷版〕 23-41頁

を見ょ。

。）以上白実例のうち，世銀， IMF, IFC, ID Aの四機関については資料も

多く，そり設立の経緯，組織，機能，目的，加盟国などもよく知られている（た

とえば高野『前掲書』 150-163頁，外務省監修『新国際経済機構ABC』8-36

頁及び273-297頁， Alexandrowicz, World Economic Ageucies (Stevens & 

Sons Limited, 1962〕pp.166-214，など参照〕。そり他白地域的機関IC関して

は，資料，研究共にわずかしかないが，拙著『国際公社論』（前掲〕 103 143頁，

International Bank for Reconstruction and Development and International 

Development Association, Multilateral Regional Financing Instttutio回（April

2, 1968〕； Mann四hanSingh，“Regional Development Banks," International 

αnciliation, No. 576 (January 1970〕など参照。
〈的 こり点は，前掲D拙著『国際公社論』および拙稿「国際金融機関白組織法上白

特色」 (1および2・完〉白主要な論点、であったので，ここで詳しく言及すること
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は避けたい。

JI 国際公社の登場と開発問題

前述のとおり，現存の国際公社のほとんどは，低開発国の開発促進を主

な目的として設立されたものである。

たとえば世銀の場合は，協定第1条に目的がいくつか列挙されているが，

その中でも中心的なものは，第1項に掲げられている，戦争により破壊さ
(1) 

れた経済の復興と低開発問における開発の援助である。 IF Cの目的は，

「加盟国特に低開発地域における生産的民間企業の成長を助長することに

より経済開発を促進する」 〔協定第l条〉ことと規定されている（強調点

筆者，以下同様〉。また， IDAは， 「低開発地域・…・における重要な開

発上の需要に応ずるため，特に，通常の貸付けの条件よりも弾力的なかっ

国際収支に対する負担が軽い条件で融資を行ない …当該地域における経

済開発を促進」 （協定第1条〕することを目的とLている。

このほか，米州開銀の目的は「加盟諸国の経済発展のプロセスを促進す

ること」 （協定第1条1項）であり，アジア開銀の目的は「アジア及び極

東地域の経済成長を助長L，この地域内の開発途上国の経済発展のプロセ

スを促進すること」 （協定第1条〉であり，そのほかの地域的な国際公社

の目的も，各地域内の低開発地域の開発促進にあることは，各公社の基本

協定の条文上に明らかである：ただ， それらの中にあってやや性格を異に

するのは中米経済統合銀行とEI Bである。この二つの地域的国際公社は，

他の地域的国際公社が地域内にある低開発国の開発進促を唯一の目的とし

ているのに対して，中米銀行は中米諸国聞の経済統合と経済成長の二つを

同時に目的として掲げ（中米経済統合に関する一般条約第四条〕， EIB 

も「共同市場の均衡のとれた，かっ，円滑な発展に寄与すること」を主た

る目的とLて， その実現のために「企業の近代化」や「二以上の加盟国の

共通の利益に関する計画」に対する融資に並べて， 「低開発地域の開発に
(3) 

関する計画のための融資をその活動としているのである（欧州共同体を設
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立する Pーマ条約第130条）。しかL，中米銀行とEI Bは，いずれも低開

発地域の開発促進を，唯ーではないが，主要目的の中の一つに含めている

ことは否定できない。

このように，今日存在する国際公社の実例の多くは，低開発園開発援助

をその主な目的として設立され，運営されている。もっとも，現存の国際
(4) (5) 

公社の中には， IMFのように開発問題と芭接には結びつかない任務を与

えられたものがあれまた上記の国際公社の中にも，世銀，中米銀行，

EI Bのように，もっぱら開発問題と取り組むわけではなしいくつかの

活動目的の一つに開発促進があげられているものもあるから，＜国際公社

の目的＝開発促進＞という形で一般化することはもとよりできない。

また他面において，今日開発のために活動している国際組織には，国連

開発計画（UNDP〕，国連貿易開発会議（UNCTAD），国連工業開発機構

〔UNI DO），経済社会理事会，四つの地域経済委員会などの国連内諸機関

をはじめ，経済協力開発機瀧（OECD），世界保健機関（WHO），国際

連合食糧農業機関（FAO）などさまざまなものがあり，その意味では，

国際公社のみが開発のための国際組織とはいえないことも事実である。

しかLながら，そうした事情にもかかわらず， IFC, I DAをはじめ

とする国際公社の多くが，開発促進を唯一の目的として設立され運営され

ているということ，そうして世銀，中米銀行， EI Bの場合にも，実際の

活動の重点は，とりわけ最近，開発促進に置かれるようになってきている
(6) 

という事実は，開発問題と国際公社の聞の強い結びつきを示すものといえ

よう。そのうえ，開発問題にたずさわるもろもろの国際組織の中で，国際
(7) 

公社の占める地位は最近とみに大きくなる傾向にあり？この点からも，開

発問題と国際公社の特別なつながりを考えないわけにはいかない。

ところで，国際公社と開発問題の関係は，上に見た以上に，ということ

は各国際公社の基本協定の規定が示す以上に，実際は緊密だということに

注目したい。それは，第二次大戦後，国際公社が次々と設立されてきたプ

ロセスと各国際公社の活動内容の変化が，ちょうど低開発国開発問題に対
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する国際的関心の高まりに対応した形で進んできたという事実の中に，明

確に読み取れるのである。

次章で詳しく見るとおり，開発問題に対する国際的関心が高まったのは

ここ15～20年くらいのことであるが，それは，国際公社が次々と設立され

てきた時期とおよそ一致する。

第二次大戦後，最初の国際公社として世銀とIMFが設立されたときは，
(8) 

開発問題に対する関心は一般にそれほど高くはなく，マ世銀と IMFも前記

のとおり開発問題をプロパーに取り扱う機構として設立されたのではなか

守’Eつι。

やがて50年代後半頃から次第に開発問題に対する国際的関心が高まるの

であるが，そのような状況の中から，世銀では行ないえない低開発国の民

間企業に対する直接投融資（政府保障不要〉の必要が主張され， 1956年，そ

うした要求に応えるべく IF Cが設立された。 1958年には，ヨーロッパCE

E C〕諸国からの開発援助資金をまとめる窓口としてEI Bが設立され2

59年にはラテy・7メリカ地域の開発促進に寄与するための米州開銀， 60

年には世銀やIF Cよりも緩い条件で融資を行なうためのIDA, 61年に

は中米五ヶ国の間D経済統合と経済発展を促進する機構として中米銀行が

次々と設立されていった。その後は，アジア，アフリカ， 7：／デR，カリ

プ，東アフロカの各地に，その地域D開発資金を援助する目的で地域的国

際公社がつくられていった。

この聞に，既存の世銀やIMF についても，開発問題に対する関心の高

まりという一般的状況を反映して，次第に活動内容に変化が生じてきた。

世銀において戦後復興から開発促進へと比重の置き換えが行なわれたこと

はさきにものべたが，本来は開発援助機関ではなかったIMFも， 60年代

以後，開発問題に対して強い関心を示すようになり，慢性的国際収支赤字

に悩む低開発国への不足外貨援助を透じて，この問題に対する対処の姿勢
(9) 

を強める方向にある。

こうした国際公社の設立の経緯と活動内容の変化の歴史を眺めると，国
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際公社と開発問題の結びつきがいっそう根の深いものであることが理解さ

れるであろう。

上記のこととの関連で見落せない問題は，国際公社と開発問題の関係を

単に数量的にとらえるべきではないということである。すなわち，開発問

題に対する国際的関心の高まりとともに開発のための資金需要が増大し，

それに対応して数多くの国際公社が設立されてきたのだという量的にとら

えた説明だけではa実相を正確に掴んでいないということである。こうし

た量的な側面も確かに無視しえないが，しかし，もし国際公社と開発問題

の関係が単なる数量の問題であるとするならば，極端にいえば，需要に応

ずる国際公社の数は一つだけでよいのであって，ただそこで使える資金量

を必要に応じて増額すればよいということになろう。

実情は，開発問題の新たな進展に伴って従来とは異なった新しい内容の

要求が生じ，そう Lた要求に対応するための国際公社が次々と設立される

という経緯をたどった。たとえばIF Cの設立は，世銀の下では不可能な
(10) 

民間企業への直接投融資の必要に促がされたものであったL, I DAは，

通常の条件では進められないような開発計画に対する援助の必要に応じる
(11〕

ために創設された。他方，アジアやアフリカ，ラテY・アメリカなどの各

地域における開発に対する特殊な要求にこたえるために，アジア開銀，ア

フリカ開銀，米州開銀のような地域的国際公社も設立されてきた。その中

には，世銀のような先進国主導型の国際公社を避けて，低開発固だけで組

識したアフリカ開銀，中米銀行， 7：／デ見開発公社のようなものもある。

このことは， 「会社的性格の国際組織」ということで一見同質的に見え

る国際公社が，実際には，色々なパターYをとり，それぞれに開発問題か

ら生ずる異なった要請にこたえるものとして成立していることを意味する

のである。いいかえれば，開発問題の性格は多面的であって，ただ開発の

ために資金を提供すれば済むという問題ではなし地域により，状況によ

り，具体的開発計画の性格によって，いかなる条件の，いかなる種類の援

助が，どの位必要であるかが異なってくるのである。そうして，開発資金
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を会社的に提供するという点で一般的共通性をもっ多くの国際公社も2 細

部においては，設立を促した現実的要請の特質を反映して，機構上，活動

上異なる特色が見られるのである。

こりような観点か白，いまここに，現存の開発問題にたずさわる国際公

社をいくつかの角度から類別してみると，次のようになろう。

第ーに，提供する資金の貸付条件を見てみると，主に商業ベ一月で貸付

〔いわゆるハード・ローγ〉を行なうものには世銀やIF Cがあり，比較

的ゆるい条件の貸付（いわゆるソフト・ロ－ :Y）を行なうものには， IDA 

がある。そうLて，一方ではハード・ローyによる開発促進を行ないつつ，

他方で特別基金を通してソフト・ロ－ :Yも貸し出している，いわばその両

者の中聞に位置するものとして，米州開銀，アジア開銀，アフリカ開銀な

どがある。

第二に，開発援助のための資金調達方法を基準にすれば，次のようにな

ろう。まず，株式による出資，一般市場における起債，返済金およびそれ

に伴なう利息のような商業ベースによって資金が集められるものには，世

銀やIF Cがある。これに対し，割当額出資，各国政府からの特別拠出や

贈与のような非商業的方法によって必要な資金を調達するものに， IDA 

がある。米州開銀，アジア開銀，アフリカ開銀などは，商業ベース，非商
(14) 

業ベースの両方によって資金を集めている。

第三に，加盟国の種類〔単なる数の多少の問題ではない〉と活動地域と

いう観点から国際公社の類型化を試みてみると，先進国（援助に協力する

立場の国々〕と低開発国（援助を必要とする立場の国々〕の両方を含み，

そのうちの低開発国（全加盟国ではなく，加盟国の一部〕に対して開発資

金を提供する国際公社として，世銀， IFC, I DA，米州開銀，アジア

開銀，カリプ開銀などがある。次に低開発国のみによって組織されている

国際公社（つまり全加盟国が援助国であると同時に被援助国〉としては，

Tフリカ開銀，東アフリカ開銀， 7：；／デ見開発公社などがある。 EI Bは

先進国のみによって構成され，域内にも融資活動をするが，とくに開発援
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助という点では域外の低開発園に対Lて融資を行なっている。

このように，ひと口？と国際公社といってもさまざまな形態があり，それ

は，それぞれに設立を促した状況と必要の違いから生じたものであること

は，上記の説明からも容易に理解されよう。このことは，単に国際公社が

多種存在するということを示すばかりでなしさまざまな形で提起される

開発問題の多様性に対L，国際公社という形態がかなり弾力的に対応でき

る機構であることをも示す事実だといえるであろう。

（注〕

（！）世銀協定第1条1項は次りように規定する。 「戦争により破壊され，又は解体

された経済の回復，生産施設の平時需要へり再転換並びに開発の程度が低い国に

おける生産施設及び生産資源。開発を含む生産的目的のためり資本投下を容易に

することにより，加盟国D領域自復興及び開発を援助すること。」

(2）たとえばアフリカ開銀白目的は， 「加盟国り経済開発と社会的進歩IC貢献する

こと」 （協定第1条〉であり，ヵリプ開銀の自的は， 「カリプ地域の調和りある

経済発展を促進すること」 (International Financial N四sSurvey, April 12, 

1968, p. 12のである。

(3）他白地域的国際公社は，当該地域内D低開発国（ないし低開発地域〕 Ir対する

開発資金の提供を目的としているが， EI Bは，単広域内の低開発地域（EIB 

D場合，域内には，いわゆる低開発国は存在しないと考えられる〕 IC対する融資

のみならず，域外（ヨーロッパ及び77ワカが中心〉白低開発国に対する開発援

助も行なっている。たとえば1967'年りコンゴ（プラザピJレ〉白ポタッシュ事業に

対する融資や，同年のギ日シヤD工業開発銀行IC対する貸付などがそれである

(International Bank foγ Reconstruction and Development Press Release, 

Washington, D C., January 9, 1967; International Financial News Survey, 

March 10, p 72）。

(4) I MFは，国際収支が逆調になった加盟国に対する短期外貨クレジットの供与

という会社的活動のほかに，加盟国に対L，そり国白通貨り平価維持を義務づけ，

かつ加盟国IC為替制限の撤廃を義務づけるというような規制的，非会社的活動も

行なれこり点で， IMFは， 「会社的性格の国際組織」として説明される国際

公社由実例としては，かなり特殊なもりである。この寺、につき，拙著『国際公社

論』 （前掲） 71ー72頁参照。

(5）上記（注〕（4）および，高野雄一『国際組J織法』 〔有斐閣，昭和36年〕 151-152

頁， D Ca古田u,Le fond.冶mo即 tai四四ter.四 tional(Paris, 1970〕pp.113 et 

167参照。なお， IMF協定が起草されたプレトンウッズ会議（19叫年3におい
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ては， IMFも低開発園町開発促進を一つり目的とするよう主張がなされたが，

強硬な反対にあい，結局「全加盟国の ー生産資源D開発に寄与すること」とい

う漠然とした文言が第1条（ii）項に追加されるにとどまるという経緯もあった

(Joseph Gold，“.. To Cantnbute Thereby Ta. Development," Col11mb1a 
Jou問 alof T問問即tionalLaw, Val 10, Na 2, 1971, pp 271 276）。

(6）たとえば，世銀り活動白重点が戦後復興から開発援助へと置き換えられたこと

1rっき， WorldBank-IFじIDA,Policies and Operations (Washingtan, D. 
C., 1971) p. viii; Max Sorensen，“Institutionalized Inter田 tionalCoopera-
tion m Econamic, Social and Cultural Fields，” Manual of Public Interna-
tio畑 ILaw (Landan, 1968〕， ed.by Max Sorensen, p 628 ; Singh, op. 

ci仁， p 10.など参照。

(7) 1970年に国際公社を含むすべての国際組織を通じて低開発国に与えられた開発

資金り総額は約15億ドルであったが， このうち約半分自7.2億ドルは世銀，

IFC,!DAの三つ白国際公社を通じてD融資であった（InternationalBank 

far Recanstruction and Develapment, Trends zn D即elopingCountries, 

1971, Table 4-2〕。残り白7.8億ドル白中には，さらに他D国際公社を通じての

開発援助額が含まれていることを考慮すれば，今日，開発援助白面で国際公社が

いかに重要な役割を果しているか，容易に推察できょう。なお， 1971年現在の国

際公社D資本金総額（割当額，出資額を含む〕は540億ドJレを超える多額なもの

となっている（拙著「国際金融機関の組織法上田特色」（！）c前掲） 48頁〕。
（司次章で詳しくふれられることだが，開発問題に関しては国連憲章がかなり積極

的規定を用意したが，第二次大戦後。政治的，経済的事情を反映して，開発問題

応対する国際的関心の高まりはしばらく時期が遅れて現われるのである。

(9) この点は，国連貿易開発会議（UNCTAD）の「国際金融問題専門家クeループ

報告」 (TDIB/32〕の中で詳しく論じられている。なお，外務省編著『国連貿易

開発会議の研究， E』 （世界経済研究協会，昭和41年） 294 296頁参照。 IMF  

と低開発園開発問題については， Gold,op. cit., pp. 278-279, 285以下に詳し

L、。
(lQ B E. Mateck1，“Establishment of the International Finance Corpora-
tian: A Case Study，＇’ Inte問 at即日lO培anization(1956), pp 262-263; J. 

Henry Glazer, "A Functi0nal Approach to the International Finance 

Corporation，＇＇.’ Columbia Law Review (1957〕， pp1090 1091 

ω外務省監修『新国際経済機構AB C』 （野田経済社，昭和40年〕は次りように
述べている。 「ID Aは， e 世銀， IF Cなど，経済合理性を追求する今まで

の国際金融機関では面倒を見られない，採算性に之しい低開発国1r対L，この資

金を緩い条件で供与する必要から誕生したものです。」 〔293 294頁〉。なおs
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Roy Blough，“The World Bank Group，” The αobol Partners/zip〔Ed by 
Richard Gardner & Max F. Millkan, 1968) pp. 153ー154参照。

4事 Singh,op cit , pp. 8 18. 
M この業務自二重性がもっとも典型的にみられる白は，通常の条件による貸付お

主び貸付保証業務（通常業務〉とそれよりゆるい条件白貸付業務（特別業務〕とを基

本協定上分けて規定している米州開銀であろう。米州開銀では，こり二つの異な

る性格白業務自ために，別個D資金調達方法を用意し（通常業務白ための資金は

加盟国の株式出資により，特別業務のためD資金は割当額出資により集められる〉，

こうして集められた資金は，協定第3条3項などD規定によって全く別個に維持，

管理されるようになっている。こうしたことから，米州開銀は， 「世銀とIDA  

が一つ白法人の下IC結びつけられたもの」ともいわれる（InternationalBank for 

Reconstruction and Development and International Development Asso-

ciation, Multilateral Regional Finanαng Insti'tutions (April 2, 1968〕p12）。

なお，アフリカ開銀も協定第四条ICよって，ハード・ローンとソフト・ローン

白両業務を行なうことが規定されてい， 7ジア開銀でもz通常業務としてりハー

ド・ローンDほかに，ソフト・ローンを行なうため白特別業務および特別基金白

規定が基本協定中に存在し（協定第四条， 20条〕， E電際にも農業開発特~lj基金が
創設され，また最近はこり低利融資を農業以外の分野におし広げる目的で， 「低

剥融資特別基金」の創出が検討されている（『読売新聞』，昭和48年4月15日朝

刊〉。

ω第一点でふれた活動町営利性の強さと第二点D資金調達方法の聞には，強い栢
関関係が見られる。それは，営利性の高い活動m場合は，商業4ースによって資

金を集めることが比較的容易であるが，活動自営利性が低くなるにつれて，一般

的な経済合理性に基づく資金調達が実際土困難になるからである。しかし，理論

的には，活動D営利性と資金調達の商業性はつねに一致する必要はない。たとえ

ば，国連がスエズキコンゴにおける平和維持軍の経費を賠なうため，国連債を発

行したことなどは，非営利的な活動のための資金が商業ベースで集められた一つ

り例である。

llI 開発問題の基本的性格と国際公社の関係一一若干の理論的考察

開発問題の展開と国際公社の登場との聞には，上に見たとおりきわめて

密接な関係がある。ここではその理由を理論的に考察してみようと思うが，

そめ前に，いわゆる開発問題の基本的性格を多少明らかにしておきたい。
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開発問題は，普通低開発閏の貧困あるいは経済的後進性（以下簡単に後

進性という〉の問題としてとらえられている。そのとらえ方そのものに間

違いはないが，次のことに留意すべきである。

すなわち，低開発固に見られる貧困や後進性は何も最近になって急に生

じてきた新しい現象ではないということ，そうしてそれにもかかわらず，

いわゆる開発問題が今日のように国際的に大きく取り上げられるようにな

ったのはそれほど古くなしせいぜいこのところ15～-20年くらいのことに
仁1)

過ぎないということである。こうして見ると，開発問題を単に低開発聞の

貧困や後進性の問題に限定する見方は，やや皮相的に問題をとらえ過ぎて

いるのではないかとの疑問に逢着する。では開発問題は，より本質的には

いかなる問題として捉握されるべきか。

第ーに指摘されることは，開発問題は単なる低開発国の貧困や後進性の

問題ではなし第二次大戦後の植民地解体と，その結果としてのアジア・

アフリカの新奥諸国の独立という国際社会の動きを背景にして提起された，

より一般性のある問題だということである。いいかえると，この問題の基

調に低開発国の貧困と後進性があることはもちろんだが，それはただそれ

だけの問題ではなしかつては西欧先進諸国の植民地として位置づけられ

ていた低開発地域が，低開発固として次第に国際法上独立の主体の地位を

獲得するようになってきたことを直接的動機として，国際的に取り上げら

れるようになったところの貧困と後進性の問題だということである。

周知のように，伝統的国際法は原則として国家のみを規律主体とみなし

ていたから，植民地のように，園内法上は本国（本土，母国）と幾分異な

った取り扱いを受けていたとはいえ，国際法上は本閏の領域の一部を構成

するものと考えられでいた地域については，直接規律を及ぼすことはほと
(2) 

んどなかったのである。つまりこれまでの植民地の貧困や後進性の問題は，

一応本国の「圏内問題」であって，国際法上の関心事項たりえなかったわ

けである。

もっとも国際条約の中には，たとえぽ1885年のコンゴーに関するベ11>9 
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Y議定書のようにa植民地に関する規定を置くものがないわけではない。

しかし，それらはいずれも領域画定，列国間の植民地通商の自由の保障，列

国聞の植民地における機会均等の保障というように，西欧先進国相互の利

害調整が主なねらいで，低開発地域の貧困や後進性をその地域住民の立場

に立って解決するための規定とはおよそ無縁のものであった？

この関連からすれば， 「すべての植民地要求を原住民の利益を考量しつ
(4) 

つ公正に処理すること」というウイノレソ Yの「平和に関する14ヶ条」の精神

を継受した国際連盟の下の委任統治制度の成立は，一つの画期的なできご

とである。ことに旧植民地「ニシテ… 未タ自立V得サノレ人民ノ居住スノレ

モノニ対シテハ，該人民ノ福祉及発達ヲ計ノレノ、，文明ノ神聖ナノレ使命」だ

として「先進国」に「後見ノ任務」を果させることにしたことは，従来の

ような，植民地に対する国際社会の無関心や西欧先進国中心の槌民地問題

処理の次元を超えて，今日の開発問題に通ずる問題提起をしたものとして

評価に値する。

しかしながら，この委任統治制度も実際に成立したものは，西欧列強の

抵抗にあって初期のウイルソ Yの構想からは相当に後退したものとなった。

すなわち委任統治地域は連盟による統治権が否定され， 「後見ノ任務」を

任された「先進国」の統治の下に置かれることになり（もっともその統治

の態様はA,B, Cの三つのカテゴリーに分れていてそれぞれ異なってい

た），わずかに施政に関する年報の受理を通じて連盟が一種の監督権限を ． 
行使するという点に，ウィルソンの主張が貫徹されていることを認めるこ

(5) 

とができる。とくに，この連盟規約の規定を実施に移した段階で，さらに

本来の趣旨からの＊離が顕著となり，たとえば，規約では「受任国領土ノ

構成部分トシテ其ノ国法ノ下二施政ヲ行フ」ことができるのはC式の委任

統治地域に限定されていたが，実際に作成された委任状によれば，B式のも

のについても，受任国の領土の構成部分として施政を行うことが許される
(6) 

ことになった。また，年報提出のほか，連盟は，住民からの請願受理，受

任固に対する一般的質問書，現地調査などによP委任統治地域の監督権限
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を強化することを図ったが，受任国の強力な反対にあって実現を見なかっ
(7) 

たことも，実際の委任統治制度の限界を示すものとして特筆に値しよう。

こうして見ると，連盟の下の委任統治制度も，実体は（とりわけB・C式
のものについては〕，植民地にかわって委任統治地域という名称が使われ，

母国（あるいは本国）にかわって受任国という名称が使われただけのもの

で，やはり旧来の，西欧先進諸国聞の植民地分書l，再編成，およびそこに

おける先進諸国の利害調整という問題処理の範囲から，それほど大．きく抜

け出した制度と見ることはできないのである。事実，連盟の時代全般を通

じて，このような後進地域の進歩と発達を促進するという観点から開発問

題を国際的に取り上げるということは，ほとんど行なわれなかったといっ

てよい。

その意味では，今日の開発問題提起の直接の発端となったのは， 「すべ

ての人民の経済及び社会的発達」を世界平和確立の基礎として位置づけ，

それに向けて諸国の協力体制を作り上げようとした国連の成立であろう。

すなわち国違憲章は，前文において， 「一層大きな自由の中で社会的進歩

と生活水準の向上とを促進すること」，および，「すべての人民の経済的及

び社会的発達を促進するために国際機構を用いることJを一般的にうたい，

さらに，第55条において， 「安定及び福祉」が「諸国間の平和的且つ友好

的関係に必要」なものという考えに立って， 「一層高い生活水準，完全雇

用並びに経済的及び社会的の進歩及び発展の条件」を「促進しなければな

らない」と規定し，この問題を専門的に処理する機関として，経済社会理

事会を設置したのである（憲章第60条）。

さらに国連憲章は，従来の植民地住民の政治的，経済的，社会的発達の

問題を，各本国の国内問題として国連の関心事項から除外することなく，い

わゆる非自治地域の問題という形で，憲章の枠内に取り込み，次のような

規定を置いた。 「人民がまだ完全には自治を行うに至っていない地域の施

政を行う責任を有L，又は引き受ける国際連合加盟国は，この地域の住民

の利益が至上のものであるといラ原則を承認し，且つ，この地域の住民の
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福祉をこの憲章の確立する国際の平和及び安全の制度内で最高度まで増進
( 8) 

する義務……を神聖な信託として受諾する」（第73条〉。また，連盟の委任
(9) 

統治制度を発展的に継承した信託統治制度に関しても，憲章は「信託統治

地域の住民の政治的，経済的，社会的及び教育的進歩を促進すること」と

か， 「関係人民がe・e・－自治又は独立に向かつての住民の漸進的発達を促進

することJなどを目的としてうたい（第76条b），同地域における施政を

監督する機関として信託統治理事会を設置したのである（第13章〕。

こうして，実質的には国連憲章においてはじめて，すべての人民，とP

わけ貧しい低開発地域（それが独立国であれ，信託統治地域であれ，ある

いは非自治地域であれ）に住む人々の政治的，経済的発達を世界全体の関心

事項として実定法上位置づけ，これに対する国際社会（具体的には国連〕の

積極的関与の姿勢を明らかにしたといいうるであろう。

しかしながら，開発に関するこの国連憲章の積極的規定にもかかわらず，

一つには東西対立に集約される第二次大戦後の緊迫した国際情勢の影響に

より，他方では，憲章第2条7項の国内管轄条項の援用（これが憲章上合

法的に主張しうる立場かどうかは別問題として〉という法的障害によって，

設立後しばらくは，開発問題を国連が正面から取り上げることはなかった。

開発問題が国連の場で本格的に取り上げられるようになったのは1950年代

の後半以後のことである。とりわけ，第一次国連開発の十年決議（1961年入

国連開発基金の発足（196日年〕，国連貿易開発会議の開催とその常設化（1964

年以降〕，国連工業開発機関の設置〔1967年），国連開発計画の実施（1966年）

などの一連の動きが現われるのは，ょうやく1960年代に入ってからのこと

である。これは，いうまでもなし 50年代後半の米ソ対立の雪解けの動き

と，又同じ頃から胎動をみせ，とくに1960年に入って顕著となったヂジ7,

アフリカ諸国の独立と国連加盟への動きが，国連を平和機構からさらに関

発機構へと発展させる原動力となったからである。

以上見たように，開発問題は，単純な低開発国の貧困や後進性という経

済的次元の問題としてだけではとらえきることはできない。それは，伝統
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約国際法と国際社会のあり方，それを変革する重要な要素としての国連の

成立，国際社会における政治から経済への比重の置き換え，新興諸国の登

場と発言力の増大，というような法的，歴史的，政治的条件を考慮に入れ

たときにa はじめてその実相を正確につかまえることができる問題である。

開発問題の基本的性格に関してふれるべき第二の点は，開発問題は低開

発諸国だけの隔離された特殊・地域的問題ではなく，経済的に見れば，先

進国，後進国の双方を含むトータルな世界経済上の問題であり，政治的に

見れば，国際政治全体D中で他と分離できない一定の位置を占める問題だ

ということである。つまり，開発問題は，低開発国にとっての関心事項で

あるばかりでなく，先進国にとっても直接利害の及ぶ重要な問題に今日な

っているのである。従って，この問題の解決に当っては，低開発国の立場

を考慮せねばならないことはいうまでもないが？同時に，この問題に対す

る先進諸国の利害という視点を欠落させるわけにはいかない。

もっとも，ここで注意すべきは，開発問題は，単に先進国と後進国の聞

の利害のパラ ＂／:Aという次元でとらえてはならないということである。こ

こで開発問題をトータルな世界経済上，国際政治上の問題というとき，そ

れは，単に先進国にとっても後進国にとっても無関心でいられない問題と

いうことを意味するばかりでなく，そこに，先進国と後進国が各々構成要

素となり，それが有機的に結合して成り立っている一つの社会一世界社会

(World Communiおといってもよいし，国際社会（i蜘四伽alC叶

rnunity〕といってもよい が存在しているということを意味している。そ

うして，開発問題は，まさしくこのような国際社会全体の共通利益（com-

man interest〕実現の問題として，別のいい方をすれば，国際社会の公共政

策の一環として捉握することが前述の国連憲章規定に照しても，今日実定

法的に可能になってきたといえる。

さて，開発問題の基本的性格の第三の点は，開発問題は，豊かな国が貧

しい国に対して慈善的，思恵的に援助の手をさしのべるといった「施し」
(13) 

の発想で解決できる問題ではないということである。このことは，多国間
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援助についてもいえることで，国連のような国際組織を遇して行なわれる

開発援助も，貧しい国々に対する「持し」という考えでなされるものであ

るかぎり，そのような援助の効果は一時の対症的なものに終り，問題の根

本的解決とはならないであろう。

以上三点にわたってのベた開発問題の基本的性格を前提として，次に国

際公社形態の国際組織が，このような特徴をもっ開発問題に対し，どのよ

うな役割を果しうるのかを，考察してみることにしよう。

便宜上，多少図式的に過ぎるという批判もあるだろうが，今日のいわゆ

る先進国と低開発国の経済的特徴を一般的に見ておくことにしたい。

低開発国の経演の一般的特徴としていえることは，第一次産業（農業，

鉱業〕中心ということであろう。そして，未熟練の過剰労働力が失業ある

いは潜在失業という形で存在していることも，その特徴としてあげられる。

他方，第二次産業（工業〉の発達は，資本，技能労働者，および生産手段

（機械，工場など〕を欠いている結果として，あまり進展していないとい

うことができょう。

一方，先進国の経済は，工業を中心どする経済で，エ業の発達に必要な

資本，技能労働者，生産手段など，低開発国に一般に不足している生産の

諸要素を具備していると同時に，工業生産を支える農業や鉱業資源もある

程度自国内で調達ができ，さらに不足分は，国外からの輸入によって補充

されている。

こうして，一般的にいえば，先進国の経済は一応自律性が保たれている

のに対L，低開発国の経済は，現状を放置する限り，自律的に工業化の遣

を歩むことは，生産要素の基礎を致命的に欠いているという点で，きわめ

て困難といわなければならない。

ところで，先進国の経済は，一見自律的に見えるが，それは，その国の

経済が一国内で完結していることを意味しない。むしろ，産業革命後の工

業化された先進国の中で，経済を自国内だけで完結（いわゆる自給自足）

させることができた国は，ほとんどなく，かりにあったとしても，それは
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ほんの一時期の例外現象であったといえよう。むしろ，西欧先進諸国は，

産業革命の洗礼をうけて工業化の道を歩み始めると間もなく，自国内で供

給不足となった原料や労働力を求めて，あるいは工業生産物の市場を求め

て海外に発展していかざるを得なかった。この段階では，主に植民地獲得

という形で自国領域の帝国主義的拡張が行なわれ，こうして，発展する経

；済を支える資源や労働力を確保し，生産物の新しい市場を開拓していった

のである。

つまり，これまでの世界経済の動きを見ると，先進国主導型の世界経済

の展開が見られたということができる。そのような世界経済のあり方の中

で，発展する先進国の経済と停滞する低開発国の経済が位置づけられてい

士。ところで，先に見たとおり，かつての植民地が第二次大戦後漸次独立

を獲得するようになると，先進工業国にとっては，従来のように，みずか

らが主導権を握って一つの世界経済秩序を維持してゆくことが，現実に困

難となる。独立して発言権を得た低開発国に対しても，これまで先進国が

ほとんど独占してきたといってよい世界経済発展の利益を，分与してゆか

オ2ばならない状態に立ち至ったということができょう。開発問題は，まさ

Lくこのような状況の中から提起されてきた問題なのである。

かくして，開発問題は，これまで自己の利益増大という観点から，経済

の規模を国民経済から国際経済へと拡大してきた西欧先進諸国の，植民地

解体，新興諸国独立という政治的，領域的後退状況の中で，すでに世界大

に拡張したみずからの経済権益を守り抜き，かついっそう強固にしよとす

る要求と，政治的独立を獲ち取って，経済的にも自立の道を歩み，経済的

発展を通して国民を貧困から救い生活の向上を図ろうとする低開発国の要

求が交差する接点において提起されてきた問題ということができょう。

第二次大戦直後に，米，英が行なったマーシャノレ・プラ Yやコロ γポ・

プランは，対共産主義対策という高度に政治的な側面と同時に，こうした

先進国による経済的要求の側面をもっていたということができるし，最近
(15) 

のアメリカキヨーロッパ諸国を中心に発達が著しい多国籍企業も2 西欧先
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進諸国の世界経済に対する支配権を新しい状況の中で維持拡大してゆこう
(16) 

とする側面をもっていることは否定できない。他方，低開発国の経済的自

立と発展への動きは，固有化とか，石油輸出国機構（OPEC）の設立など

の中に明白に認めることができるL，また，低開発国は多国籍企業の進出に
(18) 

対して， 「新植民地主義」批判による対抗を行なおうとしているのである。

開発問題は，こう Lて，先進国と低開発国の聞に不均衡に存在する生産

諸要素の結びつきを，従来のように先進国主導型で進めるのではなく，低

開発国にも分相応の参加を認める形で推し進めていかねばならないことを

示すものである。

先進国の経済も低開発国の経済を必要とし，低開発国の経済も先進国の

経済を必要としている。その意味で両者は相互依存関係にあるわけである。

この結びつきを，先進国の民間資本にゆだねる〔つまり国際的レッセフェ

ール〕従来の方式には，低開発園を貧困と後進性から救うという観点から

見て，いくつかの重大な欠陥が指摘されている。第一に，民間資本は利潤

を最大にすることを目的として行動するから，開発問題に貢献するかどう

かの保証はないということ，第二に，一般に政治的安定性を欠く低開発地

域に対しては民間資本は移動しにくい傾向をもっということ，第三に，民

間資本は多くは先進国の民間資本であって，得られた利潤は低開発国の発

展のために使われないということなどである。このような欠陥のために，

国際経済のあり方を私人の利潤追求行動にまかせたときには，低開発国は，

水久に資源や低賃金労働力や農産物の供給固として国際経済上位置づけら

れる宿命にあるといわなければならない。開発問題は，こうしたレッセフ

ェーノレによっては低開発園の貧困や後進性が永久に（あるいは少くとも当

分の問）解決されえないであろうという認識にたって，国際社会が公共政策

の立場から介入をしてゆこうとする動きの中に認められる問題なのである。

このような国際社会の介入には，理論上二つの方法が可能である。一つ

は規制であり，他の一つは積極的経済活動を通じての財・資本又はサーピ

λの給付である。しかし，主権国家の並存を前提とする今日の国際法秩序
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のもとでは，国際社会が民間企業の経済活動に直接規制を加えてゆこうと

いう第一の方法は，喜一ロッバのような一部の特殊な地域を除いて，現実性

をもたない。結局，今日，国際社会において，開発促進という公共政策の観点

から公的介入がなされている白は， UNDPやFAOの活動に見られるよ

うに，第二の給付的形態においてである。そうして，国際公社の資金援助活

動もここに位置づけられるものである。低開発国援助は多国間ベー凡で行
（田〉

なうべきであるということがいわれるが，それは，開発問題のこうした側

面を十分に認識して，国連や世銀白ような国際組織を通して援助が行なわ

れることを支持する発言である。

では，開発援助は，どうして二国間ベ－：；＜.では不都合なのか。すべての二

国間援助がそうというわけではないが，一般的傾向として二国間援助は，

(i〕 援助国の政治目的を実現するために行なわれることが多く，必ずしも
(21〕

被援助国の開発促進に役立つとはいえない〔軍事援助などはその典型），

〔ii）純粋に経済.，：,-；＜.の援助の場合であっても，援助固とのひもっき援助
(22) 

であることが多く，必ずしも開発促進に役立つとはいえない， (iii〕 援助

国の経済的，政治的事情の変化によって，継続的援助が不可能になる恐れが

ある，というような欠点をもっているからである。もっとも，すべてのこ国

間援助が開発促進に不都合といっているのではなし開発促進に大きく貢

献しているこ国間援助も全くないわけではない（とくに最近の北欧諸国の
(23) 

援助にはこのようなものが増えている）。たとえば，ひもつきでない贈与

の形での援助などが二国間ベ－：；＜.で行なわれることも最近は少なくない。

こうして，開発問題における最近の趨勢は，民間資本や政府レベルの国際

的動きが低開発国開発に貢献しないというわけではないが，それには，上

記のような一定の重大な制約があるということから，国家を超えたところ

（具体的には国連などの国際組織〕に公的な形での介入を（それも給付的

活動を通じて〕許そうとLているといえる。

このような国際組織を通じての開発援助の形態には，実際に，大きく分

けて二つの種類がある。一つは，国連のUNDEやUNIDOに見られる
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無償援助型のもので，他の一つは国際公社の行なう有償援助型のものであ

る。この二つには各々長短両面があるが，いずれも，民間レベルキ政府レ

ベルの援助では十分に期待しえない効果をあげうるという点において，開

発促進という国際的公共政策の中心に位置づけられるべき援助形態である

と認めてよいであろう。

ここで，国連の諸機関が行なう無償の開発援助と，国際公社が行なう有

償の開発援助の特徴を比較するこ主によって，国際公社形態の国際組織が

開発問題において果Lうる重要な役割を示しておきたいと思う。

無償援助は，被援助国に経済的負担をかけない主いう点において，たし

かに有償援助にまさる面をもっ。 LかL，無償であることの結果として，

常にその財源を他に求めねばならず，それは，結局， UNDPやUNIDO 

のように，関係国の自主的な拠出金に依存することになる。その結果，援

助できる絶対額が常に不足気味で，しかも年により拠出金の額が一定しな
(24) 

いことにより，継続的援助が保証されないというマイナエ面をもっ。

有償援助は，被援助国に一定の経済的負担をかけるといlう制約はあるが，

資金をつくる面からいえばすでに見たとおり，最初の加盟の段階で各政府

が出資しておけば，あとは（その活動の会社的，収益的性格のゆえに〉その資

金を回転させることによって常に新しい援助資金を創出することができ，

Lかも，一般金融市場で起債によって，資金量を政府の現実の出資額の数倍

にまで拡大することが可能である。こうして，有償援助は，長期にわたる継

続的な多額の資金の提供を可能にする。そのうえ，国際公社は，低開発国の

政治的経済的不安定を理由に低開発国へ動こうとしない先進国の資本を，

起債の形で吸収し，それを国際公社の援助という形で中立化することによ

って，国際的に不均衡に存在する資本を，従来の民間資本の動きにともなう

マイナス面を除去した形で，平均化させることができる。さらに，こりよ

うな有償の援助は，民間資本が低開発国へ移動するための触媒の作用をも
C田〉
果す。

上記のことから，無償援助は比較的少額でしかも収益性の乏しいプロジ
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ェクト（たとえば技術者訓練や教育，投資前調査など〉について有効に作

用するのに対L，有償援助は多額の資本投下を必要とする一定の収益性を

ともなうプロジェグトに適しているということが結論的に導き出せる。

こうして，国際公社は，国際経済の現段階において，開発促進という国

際的公共政策を遂行してゆくうえで，他の組織には置き換えられない一定

の重要な役割を果しうることが明らかにされたと思う。それは，これまで

歴史的に築き上げられ世界的に発展してきた世界経済のきずなを断ち切る

ことなしこれまで拡大してきた世界経済の規模を縮少することなしな

お，そこにおいて低開発固にふさわしtρ参加と利益分配享受を認めようと

するものである。低開発国開発にプヲJえにならないようなひもっき援助は

国際公社が聞に入ることに主って中性化L，先進国に余っているが経済的

その他の事情で低開発国へ動こうとしない民間資本は国際公社の起債によ

って吸収L，これらの資金を民間資本が勤きそうにない開発プロジ昆グト

に提供することによって，国際公社は開発促進に大きく貢献できるL，ま

た現にしているといえるであろう。

（注〉

(!) Max F. Millikan，“An Introductory Es田y，＇’ TheGlobal Partnership, 
ed. by Richard N. Gardner an・d Max F. Millikan (New York, 1鉛8),p. 2 

(2）たとえば Oppenheim,Internationd Law, Vol I, 8th edition, ed by H. 

Lauterpacht (London, 1955〕， p 198参照。

｛坤山手治之「植民地独立と現代国際法」 〈『現代法と国際社会』岩波書店， 1965 

年〕 111 112頁。新城和彦「国際連合と非自治地域」 〈『国際連合目研究』第一

巻，有斐閣，昭和37年） 188ー189頁e

(4）岡義武『国際政治史』 （岩波書店， 1959年〕 212-214頁。

(5) 田岡良一『国際法学大綱』 〈上〉 （巌松堂書店 a昭和17年） 269 271頁。

恒） 『前掲書』 278-279頁。

(7）山手「前掲論文」 112-113頁。

(8）連盟規約では委任統治制度I~関して使われていた「神聖ナル使命」 (sacred 

trust）という言葉が，国連憲章では「文明ノ」 (of civilisation）という形容句

を落としたうえで，信託統治制度についてではなし非自治地域（これに対応す

る連盟規約上の規定は，規約第23•条（ロ同「自国ノ監理ニ属スル地域内ノ土著住民

ニ対的一公正ナル待遇ヲ確保スノレコトヲ約ス」という簡単な規定である〕に関L
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て使われていることに注目す？きである（なお“sacredtrust＂の日本語訳は，

国連憲章では「神聖なる信託」と変わっている〉。

。）昔適国連の信託統治制度は連盟D委任統治制度を継承したもりといわれる（た

とえば安井郁「信託統治J（『国際法講座』第一巻，有斐閣，昭和35年〕 256頁〉。
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のとなり，また前記注｛司でもふれたとおり「神聖ナル使命」がく委任統治一→非

自治地域制度〉という隷で受け継がれていることなどから見て，〈委任統治一一’

信託統治〉の継承Dプロセスは，通常いわれているほどに単線的ではない（新城

利彦「前掲論文」 184頁〉。

制 この点でかつての植民地に対する先進諸国の対応D仕方は，先進国の立場や利

害。みを考慮IC入れたもりであって，今日いわれる開発問題とは視角を全〈異IL

Lていたといラべきである。

制 LesterB Pear田n,et al , Partners卸 Development・ Report of the Com. 

間issionon International Deielopment (New York, 1970), p. 10. 

M ibid. Millikan, op. cit., p. 14 
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ついて， Pearson,op. cit., p. 8 ; James P. Grant, "Economic and Social 

Development，” Strategy foγPeace・ E/.四enthCon』訂-enceReport (1970〕， p
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M 多国籍企業に関しては，近年とくに経営学，政治学の分野でさかんに調査研究

が進められているが，国際法や国際組j織法自分野では，多国籍企業が基本的に私

企業（私的団体〉だということからこれまであまり研究対象とはされてこなかっ

た〔HomerG. A唱・elo，“MultinationalCorporate Enterprises Some Legal 

and Policy Aspects of a Modern Socio-Economic Phenomenon," Hague 

Academy Recueil des C出向（1968Ill). pp. 453」 54.）。しかしごく最近IC至

って，国有化や国家統合とD関連で多国籍企業平国際企業を国際法上問題にする

勤きが出はじめている。さらに最近ICは，低開発国D存亡を左右するような多国

籍企業り行動や，多国籍企業D親会社。所在国（多くはアメリカや西欧諸国，そ

れに日本などD先進工業国〉の主権的コントロールを離れて企業自発展と主主大を

図る多国籍企業の活動が問題視され，これに対する国際法的規制〈園内法的規制

では十分でない〕の問題が提起されてきている〔たとえば『日本経済新聞』昭

和 47年11月23日朝刊〉。以上白点を含め多国籍企業については次昭文献を参照の

こと。

山本登『冨際企業一一国墳のない会社』（日本経済新聞社，昭和4詳手〉，中原喜

一郎「多国籍企業と国際政治」 〔『行動科学研究』第10号， 1972年〉。 Reymond
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Vernon, Sove附：gnかatBayーTileMulti加 tio,nalSpread of U. S Enterprises 

(New York, 1971), Vernon, "The Multinat1onal Enterprise: Power ve四国

Sovereignty，＇’ Foreign Af I•田町 (July 1971); Vernon，“Foreign Enterprise 

and Developing Nations in the Raw Material Industries，“A閉ericanEco. 

nomic Review (May 1970); Sidney E Rolfe and Walter Damm, ed, The 

Multinational Coゅora伽 zin拍e附 ridEconomy (New York, 1970); Charles 

Kindleberger, ed., The lnternat1回目lCorporation : A Symposiu拙（Cambn-

dge, Ma田.， 1970); Peter E. Evans，“National Autonomy and Economic 

Development・ Critical Perspective on Multinational Corporations in Poor 

Coun出 es,"h印刷otionalOrgan悶 lion(Summer 1971〕； C. S Burchill, 

"The Multi-National Corporation : An Unsolved Problem In International 

Relations，＇’ Queens Q1間世rly(1970) ; Mi四 Wilkins,The Emergence of 

Mzdti即 tionalEnterprise : A制ericanBusiness Abroad from theαIonia/ Era 
白 1914(Cambridge, Mass , 1970), Louis T. Wells，“The Multmat1onal 

Business Enterprise: What Kind of International Orgamzation？” Interna-

tional Organization (Summr 1971〕； J・ーF Calon, "La socie悟 mternation-

ale: El品目ents d’une th品oriegenerale” Journal du Droit International 
（αunet) (1鉛1).
帥 PeterE Evans, op cit , pp. 675-676. 

制 JohnVafa1，“Production Control m the Petroleum !ndust可： ACriti四I

Analysis,'' Santa Clara Lawyer (Spring 1971), pp. 189-193. 

伺 N四1York Times, June 19, 1972 

伺寺沢一，石本泰雄，小田滋編『現代国際法』（有斐閣，昭和46'年） 231頁，山田

幸男「給付行政法由理論」 （『現代の行政』岩法書店， 1968年） 23-24頁。

例 Pear田n,op. cit., pp 213-215. 

¢1) Gunner Myrdal, An International E.叩wmy(New York, 1963〕， p.125. 

制 Friedmann,Kalmanoff and Meagher, International Financial Azd(l966), 

p. 32 

伺 F曲目on,op. cit , pp 209-210. 

ωたとえば国連資本開発基金（UNCDF）が直面したこD種。問題について，
Pearson, op. cit., pp. 211-212参照。

制詳しくは，拙著『国際公社論』（前掲） 152頁を見よ。
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1V むすびにかえて一一国際公社が今後開発問題に寄与してゆくためゐ

条件

国際公社形態の国際組織が，開発問題に対して，他の形態の組織では果

しえない一つの重要な役割を果しうることが，以上の検討を通じて明らか
(1) 

にされた。残る問題は，現存の，および将来設立されることのある新しい

国際公社が，今後，開発問題に対して積極的に貢献してゆくための条件を

探ることである。

考えられる第一の条件は，国際公社においてはともすると会社的性格が

先行する危険性があることを考慮して，本来の主要目的である開発促進と

いう公共目的を優先させ，会社的性格をこの公共的性格に従属させること

を実際に確保しなければならないということである。

会社的性格は国際公社の基本的特質であり，まさにこの点で国際公社は

他の通常の国際組織と区別される。しかし，この会社的性格は，序におい

ても明らかにしたように，国際的公共目的（この場合は開発促進が主要な

もの）を有効に実現するための，いわば手段として取り入れられたー特徴

である。したがって，利潤追求を本来的目的とする商業会社における会社

的性格とはおのずと異なり，公共目的からくる一定の制約をつねに受ける

ものと見なければならない。

ところが，現存の国際公社の運営にあたっては，公共的性格が後退L，む

Lろ会社的性格の方が強調される傾向が実際にはないとはいえない。たと

えば世銀の貸付の際に適用される銀行経営の原則（bankableprinciple) 
(2) 

や健全な企業の原則（soundbusiness principle〕などは，それだけを取

り出して忠実に守れば，通常の商業銀行の経営と大して違わないものとな

？ってLまう。実際，初期の世銀は，企業的な意味での安全性，確実性を重

視Lて重工業中心の貸付方針をとっていた。また，世銀の貸付の条件は利
(3) 

怠や返済に関して厳し過ぎるという批判もこれまで多く寄せbれてきた。

もっとも，世銀も最近は，貸付に際L，特定のプロジェタトの収益性と
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ともに，そのプロジェクトの「経済的効果」（低開発国の経済発展に対する

貢献度）を評価し，経済的効果が高ければ収益性の乏しいプロジェグトで

あっても融資の対象とするように，政策を転換しつつある。ただしかし，

これは政策レベルでの変更であるから，今後つねに世銀において開発促進

という公共目的が会社的性格に優先する形で追求されるという保障は存在

しない。その意味では，世銀につい？ても，さらにはもっと一般的に開発問

題にたずさわる国際公社全般についても，公共的性格を会社的性格に優先

させる制度を，内部的に整備する必要があるだろう。

その方策としては，（ i〕 貸付基準を客観的に明確にL，その中にいわ

ゆる「経済的効果」に関する評価を必ず加えるようにすること， (ii) 貸

付が拒絶されたプロジェクトについては，審査請求の手続を用意し，拒絶

が怒意的に行なわれないよう制度を完備すること，〔iii) 貸付が行なわれ

たプロジェクトについては，定期的に「経済的効果」に関する調査を行な

い，実際に予想通りの成果をあげているかどうかチ~~クする，というよ

うなことが考えられる。

国際公社が今後開発問題にいっそうの貢献をしてゆくための第二の条件

は，各々の国際公社の内部において，公共性の原則を確保するだけでなく，

開発促進が今日世界全体の共通利益のーっとなっているという視点に立っ

て，各国際公社の活動調整や活動規制を行なっていくということである。

今日，開発問題を国際的に取り上げ，いわば開発に関する国際公共政策

を具体的に立案してゆくという作業は，国連総会や経済社会理事会を中心

に行なわれうるようになり，たとえば第一次，第二次国連開発の十年など

がその一つの具体的成果となってでてきている。その他さらに細かい点に

ついては， UNCTADや地域経済委員会において，開発に関する政策が

たてられている。今後の問題は，開発促進に従事する国際公社を そして

その他の開発諸機構をーいかにして，かかる開発に関する一般政策に従っ

て行動させていくかという調整，規制の問題であろう。

この点、で国際公社は，多少厄介な問題を提起する。というのは，国際公
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社は，一般に他の国際組織にくらべて独立性が強く，世銀やIF Cのよう

な国連の専門機関となっているものでさえ，国連の監督は受けずに独自の
(4】

行動をとる傾向があるのである。この独立性は，国際公社の法的独立とい

う制度的基盤と，みずから収益を生み出すことができるという財量的基盤

に支えられたもので，このような国際公社を一般的公共政策の枠内で規制

することには，きわめて大きな困難が伴なう。しかし，各国際公社が思い

思いの開発援助をする場合には，競合や競争の場面も出てこようし，また，

一般的公共政策に反した行動をとる国際公社がでてこないという保障もな

い。実際，今日の国際公社を見てみると， EI Bのように先進国の道具と

して行動する国際公社と，アフロヵ開銀のように低開発国のみの，先進国

に対抗する国際公社などがあり，その政策平活動は，一元的にとらえるこ

とはむずかしい状況にある。

その意味では，閤難ではあるが，国際公社の活動調整と規制の努力が今

後なされなければならない。それには，一定の制約下にあるとはいえ，現

在でも法的に可能な，（ i) 国連（総会， ECOSOC,UNCTADなど〕の

勧告，（ii) 同一加盟国政府による機構内部からの働きかけ， (iii〕 世銀，

IMF, I FC, I DAの四つの公社については，国連事務総長を議長と

する行政調整委員会（ACC〕での事務局レベルの調整，などを通じて国

際公社の活動を国際的公共政策の枠内で調整，規制する方法などを活用す

ることが考えられる。

最後に第三点、として考えられる条件は，今日金融面に限られている国際

公社の開発への努力を，もpっと多様化してゆくことであろう。開発につい

ては，当面は確かに資本の不足がもっとも深刻な問題であるが，この他i

技術訓練，技術援助，教育，ダム建設，工場経営など，広い分野に国際公

社が直接入ってゆくことが可能であるし望ましい。すでに，メコ yfol下流
(6) 

域開発については，国際公社によるダム建設運営の提案が出されるなど，

この方向での新しい国際公社の役割が期待されている。このようなプロジ

zグトの一般的条件は，（i ) 一国では開発資金をまかなうことが不可能
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な大規模なプロジェクト， (ii）二国以上の国境にまたが号プロジェグト，

(iii) 建設，運営，製品販売などの商での国際的協力が不可避なプロジェ

クJ:; (iv〕 当該地域の経済発展に貢献すTる経済的効果は高いが，直接投

資に対する収益惇は修F，尽開資本では充足できないもの，ということで
あろう。低開発地域における国際河川開発や石油などの大規模な資源開発

には，この国際公社形態の国際組織が今後かなりの成果をあげることが予

想される。

（，主〉

(1）拙著『国際公社論』 （前掲〕 241-242頁。拙稿「国際金融機関白組織法上白持

～色（2・完〉」 （前掲） 57頁。

(2) World Bank-IFC-IDA, Po/ici目前dOperations: The World Ba叫， IDA

and {FC (Washmg加n,D. C., 1971). p. 3.0 

(3）“Issues Before the Seventeenth General Assembly，＇’ International C回2・

c1/iation, No. 539 (1962) p. 117. 

(4）拙稿「国連と専門機関の闇D法的関係ー←実定規定（国連と専門機関白問。連携

協定〕に基づf実証的研究」（『社会科学ジャーナJレ』第9号， 1970年〕 96 100頁。
(5) Nessim Shalom, 

cies," Annnal Review of United Nat＜間＂ Affairs, ed. by Eagleton (1949〕，

p. 75, footnote 9. 

(6) Clark, The Pa Mong Project (July, 1969〕； Nurick,Loans by Public Jn. 

te円Ulll町田dOrganizations to Multinat1ona/ Public Ent'Ypnses-Legal Problems 

(January, 1969〕， p.L 

E追記3

この研究は，昭和48年度文部省科学研究費（個人研究〕の補助を受けた

r国際公社論会社的性格の国際組織の体系的研究」の一部をなすもので
ある。研究を可能にして下さった関係機関の方々にお礼を申し上げる。

また本稿は，昭和47年9月30日の東京大学国際法研究会（代表高野雄一

教授）月例会，および同年11月28日の国際基督教大学社会科学研究所（所

長一瀬智司教授）火曜セミナーにおいて，筆者が行なった問題の研究報告

を土台にLて執筆されたものである。報告発表の機会を与えて下さった関
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係諸先生，ならびに会場において活発に討論に参加し，有益なご意見やご

批判を寄せて下さった人達に深〈感謝したい。

きちにこの論文は，筆者がフノレプライト交換研究員とじて昭和46年9月

から翌年7月まで，米国～コロ Yピア大学のローズPーノレにおL、て研究に従

事した際に得られた資料や研究成果に負うところが多い。この留学を可能

にして下さった米国国務省とフルプライト委員会，ならびに留学中，研究

の函で親切にご指導とご助言を下さったゲルホーy(Walter Gellhom〕，

ガードナー〔RichardN. Gar伽er）両教授に対して，心からお礼申し上

げる。

なお一昨年9月，不慮の死を遂げられた故フリ｛ドマ：.； (Wolfgang 

Friedmann）教授は，「会社的性格の国際組織」としての国際公社概念を

はじめて学問的に提起した学者の一人として知られているが，筆者の留学

中，研究会や大学院での演習を通じてまた個入的にも，親しくご指導し、た

だいた方である。教授のご冥福を衷心主りお祈り申し上げる。
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“The Role of the International Public 

Corporation in the Development 

Process of Less-Developed Countries" 

一－Summary一一

Yozo Yokota* 

I 

The international public corporation (IPC) is an mter・governmental 

organization having a commercial cha阻cter.It is the田mekind of 

public international organization as the United Nations (UN), the 

United Nations Educational, Scientific and .Cultu悶IOrganization 

(UNESCO〕orInternational Labor Organization (ILO) because it is 

established by an inte口iationalagr田 mentamong states and its mem-

bersh1p is strictly limited句 states.However, it is different from 

the UN, UNESCO or ILO in that it has a commerc阻Icharacter in 

both its structure and activity. For mstan田， oneof its activities 

is to lend development capital with interest and it n国.kesprofit 

therefrom Its voting system 1s also similar -although not exactly 

the田me-tothe ordinary commercial jomt・stock company. The 

international public corporation, departing from firmly established 

rule of one・state・one・vote system, has adopted a voting systeη1 

ba田don the number of shares the member states own. It 1s for 

this r曲目nthat it is called a corporation. 

Although IPC has an aspect of a commercial company, it should 

be cl田.rlydistinguished from the、ordinarycommercial enterprise. 

The commercial enterprise is established under a law of incorpora-

* Assistant Professor of International Law at International Christian 
University 
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tion in one state or another, but IPC 1s founded in accord回目 with

public international law (i.e., treaty〕and1s therefore not subiect 

to any national legal system. Thus, 1t 1s internal五＇onalm its legal 

nature. 

IPC should also be distinguished from the ordinary profit-seeking 

enterprise because it has a public cha田cterin its purpose. Notwith-

standing its commercial cha四cterm structure and activity the 

IPC’s purpose is not to maximize the・ profit but to maximize ・the 

furtherance of public interest, such as the goal of economic anci 

social progress of the less priviledged among the family of nations. 

Its commer 口alcharacter 1s only to serve this public goal by prov1d-

ing efficiency and power to gather ne民話aryfund Therefore, 1t 

is a public corporation. 

The history of the IPC is not田 long. The first examples are 

the International Bank for Reconstruction and Development (World. 

Bank) and the International Monetary Fund (IMF), both of which 

回 memto being田onafter the Second World War. But since their 

emergence, the number of !PC's has grown strikingly. Today, we 

see at least thirteen such corporations around the world, and the 

role they play in the present world’s economic scene is substantial. 

][ 

It 1s mterestmg to note that almost all the existing !PC's were 

established for the purpose of promoting the development. For 

instance, one ofthe purposes of the World Bank is “to assist m the 

development of territories of membersby facilitating the 

investment of capital for productive pur凹ses,including . . . the 

encou目的mentof the development of productive facilities and re-

田町cesin less developed countnes.”（Article! (i〕ofthe Articles of 

Agreement of the World Bank〕. It does not seem to be Just a 

coincidence There should be田meu国田nsfor th1srelationship bet-

wee.n ICP’s and the promot10n of development. In other words, 

there . must be a special aspect of the problem of development 
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:hat requires the・ . msfltutfons ass1stmg development process to be 

the IPC type. 

If, stated hnefly; the problem of development is essentially to 

attain a higher level of world production through efficient combma-

tion of the elements of production (e.g., capi抱1,law materials, .labor 

and technology) which are. unequally distributed m the world and 

to appo出 onsubstantial parts of. the b町ieflts. of progress (or 

increase of production〕to.the. less-developed countries which parti-

tipate m the mcr朗自 ofworld production by offermg natu悶Ire-

田町cesand labor. The question is who are taking the l田dmgrole 

in ・the process of combining the elements of world production. This 

question is important because thosewho take this・ role al田 decide

what portion of benefit should be distributed to the less-devloped 

co田1tries田1dwhat portion be d1stnbuted tothe donor states. 

There are m fact many mstitutions and entities that play this role 

・of combming the elements of world production such as private mve-

stors, jomt venture丸 governmentsand various international or伊m-

zations. They回nbed1vided mto two broad四 tegones. priua白血d

public. The former mcludes private mvestors, joint ventures and 

multinational enterp口ses,and the latter -mcludes national or local 

governments, other semi -governmental agencies and international 

・Orgamzat10ns. 

Up to now, theロIB.Jorfor田 inworld economy has been the pn-

vate sector. Private investors, commercial companies, joint ventures 

.and multmational enterprises have been the mam actors ill the 

process of world economic prog時間． However, experience proves 

that the. problem of developm目立 cannotbe fully 町田lvedthrough 

profit seekmg action of private actors Private capital's goal is to 

maximize its profit returns, not tohelp less-developed countries 

develop _ Thus, more田dmore the function of the public actors is 

bemg considered important. 

In the public sphere, it is often said that multilateral aid is pre-

ferable to bilaterョlaid because the latter tends to be politically or 
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econom1cally tied to the interest .of donor stat日. For this z田son,

the importance oLpubhc aid through inter由tionalorgamzations is 

strongly supported (Pea問問 ReporLforexample〕．

The public aid through international、machinery・can be divided 

intofwo distinct回tegories. non-commercial (grant) and commercial 

(loan on ordinary or con田田1onaryterms). The former type of 

剖dis extended through the United 'Nations Industrial Development 

Organization (UNibO〕aodthe United Nations Development Program 

(UNDP) and the latter function is .carried ・out by the IPC’s 

Both g回nt-typeaid and commer℃ial -type ・aide are important in 

the promotion of development, but there are several advantages of 

the latter. over the former One such advantage 1s the stability of 

commercial aid-giving operations. Because of the commercial田 ture,

it団 ngive constant and s回hiesupport旬 theless-developed coun-

tries by generatmg its own development田 p1talfunds while the 

other (non－ロommercial)type must always fa田 thefmancial diffi-

culty of seeking new田町cesof funds目 Secondly，ヒommercialaid田n

collect larger amount of funds be田useof the mcentives mherent in 

such aid and thus四 nsupport a large development pro1ect such as dam 

construction or the building. of steel mills. Thirdly, commercial aid 

has a clear standard ofevaluating the assisted projects. Because it 

is commercial, it is expecting that the projects it assists should at 

l田stbe able to produce more economic benefit than the invested 

fund The gr.田 t-typeaid usually tends to lack the 盟国1tivityto 

this cost-benefit relation 

][ 

Becau記 ofits efficient commercial character in its structure and 

oper富士ions, the IPC must be given・ a proper role to play in the 

development process of less-developed countries. Of co町 sethis 

statement 1s not intended to deny the fact that other institutions 

are al田 playingsubs回此ialroles泊 thedevelopmentpro目凪 What 

should be stressed here is that there is a cl田r古田 ofactivities 
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for !PC's in the development process and that this ar回目nnotbe 

filled by other types of institutions. Our observation shows that this 

.ar田 iseven expanding. This田口 be .1Ilust目tedby the number of 

!PC's growingup over the past fifteen y回目andalso by the growing 

.amount of total aid given to less-developed countries through !PC's. 

Looking for the future, however, we四回otbe blithly optimistic, 

because after all !PC's are only machinery utilized by men and 

unless we utilize them wisely they will not function as we expect 

them to function For instance, although !PC's n国m purpose is 

public in nature, its commercial aspect may dominate, and the IPC 

may serve the interest of investor or donor side only As was 

'suggested above, the IPC is estabhshed to balance the interests of 

<lonors and donees. Exactly where this balance 1s to be struck is the 

・essential guest10n. It is a matter of policy and everyday practice of 

the IPC' s ope四tions For this r田son, we have to continuously 

watch the activities of !PC's to insure that they are not favoring 

・One p町tyat the expense of・ the other. They are to benefit both 

parties and eventually the welfare of the world as a whole. Law, 

particularly the law 〔agreements〕establishingand regulating the 

IPC's, has a special duty m this respect, i.e., to keep the activities 

and operations of IPC’s m line with the public pohcy stipulated m 

the foundmg charters. 

There are other opportumt1es for !PC's m the future. At present 

all the !PC's are financial agencies, but the ar田 ofactivities for 

!PC's are not logically limited to the financial sphere. ICP’s might 
be an appropriate form of institutions in such fields as dam 

construction on mte口iat10nalrivers, the exploitafion of continental-

shelf or deep-sea re田urces,mternational air t国nsportand so fo此h.

Of course these fields of activity is not peculiar to the under-

developed countries, but the kind of development projects described 

.above usually require a hugeamount of capital which田nnotbe 

.afforded by one or even a group of the under-developed countries, 

and IPC田nplay a proper role by collectmg thenecessary funds in 
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the developed world. IPC type organizat10ns could function most 

effectively and contndute eho口nouslyin such pioneering fields and 

we must be ready to propose their establishment at the appropriate 

time. 


